
 

   三豊市罹災証明書等交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この告示は、三豊市の区域内で発生した災害によって生じた被害に対する

証明書（以下「証明書」という。）の交付に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

(1) 災害 災害対策基本法（昭和36年法律第223号。以下「法」という。）第２条

第１号に規定する災害（火災を除く。以下同じ。）をいう。 

(2) 住家 現に居住のために使用している建物（社会通念上の住家であるかど

うかについては問わない。）をいう。 

(3) 住家以外の物件 住家以外の建物、建物に付随する外構、家財道具、自動車

及び事業用資産をいう。 

（証明書の種類及び内容） 

第３条 証明書の種類は、次の各号に掲げるものとし、それぞれの証明の内容は、

当該各号に定めるところによる。 

(1) 罹
り

災証明書 法第９０条の２第１項に基づく災害による住家の被害につい

て、その被害の程度を証明するものをいう。 

(2) 被災証明書 災害による住家又は住家以外の物件の被害について、被災し

た事実を証明するものをいう。 

２ 前項の証明書は、災害による被害の程度又は被災した事実を証明するものとし、

危険度及び被害額について証明するものではない。 

（証明書の交付対象者） 

第４条 証明書の交付を申請することができる者は、次に掲げる者とする。 

(1) 罹災証明書 災害により被害を受けた住家の世帯主 

(2) 被災証明書 災害により被害を受けた住家又は住家以外の物件の所有者、

居住者又は使用者 

  



（証明書の交付申請） 

第５条 罹災証明書の交付を受けようとする者は、罹災証明申請書（様式第１号）

を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、被害を受けた住家の写真から当該住家が全壊と判定

できる場合、又は水害による浸水深が確認できる場合において、写真による判定

を希望する者又は一部損壊による自己判定方式を希望する者は、罹災証明申請書

により次に掲げるものを添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 被害の状況が確認できる写真、書類等 

(2) その他市長が必要と認めるもの 

３ 被災証明書の交付を受けようとする者は、被災証明申請書（様式第２号）によ

り、次に掲げるものを添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 被害の状況が確認できる写真、書類等 

(2) その他市長が必要と認めるもの 

４ 前３項の規定により申請を行う者は、その際に、行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第２条第

７項に規定する個人番号カード、運転免許証、旅券その他の当該申請者が本人

であることを確認するに足りる書類を示さなければならない。 

５ 第１項から第３項までの規定による申請の期限は、被害を受けた日から起算し

て１年以内とする。 

（被害認定調査） 

第６条 市長は、前条第１項の規定により申請があったときは、内閣府が定める災

害に係る住家の被害認定基準運用指針及び災害の被害認定基準に基づき、住家に

生じた被害の程度を実地調査しなければならない。 

２ 市長は、前条第２項の規定により申請があったときは、前項の規定による調査

を省略することができる。 

（証明書の交付） 

第７条 市長は、第５条第２項各号に掲げるもの、第５条第３項各号に掲げるもの

又は前条第１項の規定による調査により、住家又は住家以外の物件の被害を確認

できたときは、それぞれ罹災証明書（様式第３号）又は被災証明書（様式第２号）

を交付するものとする。 

  



（再調査の申請） 

第８条 罹災証明書の交付を受けた者が、当該証明書により証明された被害の程度

について、相当の理由をもって修正を求めるときは、当該証明書の交付を受けた

日の翌日から起算して３か月以内に、市長に対し被害認定再調査申請書（様式第

４号）に交付を受けた全ての罹災証明書を添付して市長に提出しなければならな

い。 

２ 前項の規定による再調査の申請は、１回限りとする。この場合において、被害

の程度は、再調査後の判定を採用するものとする。 

（代理人による申請） 

第９条 第５条第１項から第３項まで及び前条第１項による申請は、代理人により

行うことができる。 

２ 代理人は、前項の規定により申請するときは、当該申請書に委任状を添えて市

長に提出しなければならない。ただし、代理人が申請者の同居家族である場合は、

委任状の提出を省略することができる。 

（手数料の免除） 

第１０条 証明書交付に係る手数料は、三豊市手数料条例（平成18年三豊市条例第

71号）第６条第１項第５号の規定を適用する。 

（その他） 

第１１条 この告示に定めるもののほか、証明書について必要な事項は、市長が別

に定める。 

附 則 

この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

 



様式第１号（第５条関係） 

罹 災 証 明 申 請 書 

（宛先）三豊市長  

年  月  日 

申 請 者 
（世帯主） 

住所 

電話番号 

（現在の連絡先） 

電話番号 

氏名 

 

窓口に来られた方 
（申請者と同じ場合は、記載不要）  

住所 

電話番号 

氏名 

                           申請者との関係 

※代理人（申請者の同居家族以外の方）が申請する場合は、委任状が必要です。 

 

被災住家の世帯構成員 

氏名 続柄 生年月日 性別 備考 

 世帯主 年  月  日   

     

     

     

     
 

罹災原因    年  月  日の                       による 

 

被災住家の所在地 
（申請者と同じ場合は、記載不要）   

 

※住家とは、現実に居住（世帯が生活の本拠として日常的に使用していることをいう。）のために使用している建物のことをいい

ます。（被災者生活再建支援金や災害救助法による住宅の応急修理等の対象となる住家） 
 

住家の被害 

□ 浸水被害（□床上 □床下） □その他の被害（以下に記入） 

 

 

写真による被害区分
の判定（※） 

□希望する（写真を添付） 
 

□希望しない 
 

※次の場合には、現地調査を省略し、写真により被害区分を判定することが可能ですので、写真による判定を希望する場合は、

「希望する」欄にチェックしてください。 

・地震による被害を受けた住家の写真から「全壊」と判定できる場合 

・水害による被害を受けた住家の写真から浸水深が確認できる場合 

   ・申請者の合意に基づく自己判定方式による一部損壊の判定を行う場合（「全壊、大規模半壊、中規模半壊、半壊、準半

壊、準半壊に至らない（一部損壊）」の六つの被害区分のうち、「準半壊に至らない（一部損壊）」の判定となります。 

※添付された写真から被害の程度が判断できない場合には、必要に応じて現地調査を行うことがあります。 

※写真による被害区分の判定を希望しない場合は、写真の添付は必要ありません。 

 

 

 



（裏面） 

 

 

 

委任状 

 

 

                                                    年   月   日 

 

（宛先）三豊市長   

 

 

 

   代理人 

       住所                                         

 

       氏名                                         

 

 

    私は、上記代理人に、罹災証明書の交付申請及び受領に関する権限を委任します。 

                                         

 

   委任者   

住所                                         

 

氏名                                         

                                          

 

 

 

 

 

 

 



様式第２号（第５条関係） 

被災証明交付申請書 

（宛先）三豊市長  

                                                          年  月  日 

申 請 者 
（被災者） 

住 所 

電話番号 

（現在の連絡先） 

                          電話番号 

氏 名 

窓口に来られた方 
（申請者と同じ場合は、記載不要）  

住 所 

                          電話番号 

氏 名 

                          申請者との関係 

※代理人（申請者の同居家族以外の方）が申請する場合は、委任状が必要です。 

被 災 原 因 
□暴風  □豪雨  □洪水  □高潮  □地震  □豪雪 

□その他（                                              ） 

被災年月日      年   月   日 

被 災 場 所 
（物件所在地） 

 

被 災 物 件 
□住 家  □非住家 

□その他（                                              ） 

被 災 状 況 

※被災の内容について具体的に記入してください。 

添 付 書 類 
□被害の状況が確認できる写真  

□その他（                                             ） 

摘 要  

 

被 災 証 明 書 

                                                          第      号 

上記のとおり相違ないことを証明します。 

 

     年   月   日 

三豊市長                   □印  

 



（裏面） 

 

 

 

委任状 

 

 

                                                    年  月  日 

 

（宛先）三豊市長   

 

 

 

   代理人 

       住所                                         

 

       氏名                                         

 

 

    私は、上記代理人に、被災証明書の交付申請及び受領に関する権限を委任します。 

                                         

 

   委任者   

住所                                         

 

氏名                                         

                                          

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第３号（第７条関係） 

罹 災 証 明 書 

世帯主 

住所 

氏名 

世帯構成員 

氏名 続柄 生年月日 

 世帯主      年     月     日 

   

   

   

   

 

罹 災 原 因      年   月   日の                            による 

 

被災住家の所在地  

住家の被害の程度 
□全壊   □大規模半壊   □中規模半壊   □半壊   □準半壊 

□準半壊に至らない（一部損壊） 

浸 水 区 分  

※住家とは、現実に居住（世帯が生活の本拠として日常的に使用していることをいう。）のために使用している建物のことを

いいます。（被災者生活再建支援金や災害救助法による住宅の応急修理等の対象となる住家） 

  

 

上記のとおり相違ないことを証明します。 

 

 

     年  月  日 

 

                                       三豊市長             □印  

 

 

 



様式第４号（第８条関係） 

被 害 認 定 再 調 査 申 請 書 

（宛先）三豊市長  

年  月  日 

申 請 者 
（世帯主） 

住所 

 

電話番号 

（現在の連絡先） 

 

電話番号 

氏名 

 

 

窓口に 
来られた方 

（申請者と同じ場合
は記載不要） 

住所 

 

電話番号 

氏名 

                              申請者との関係 

※代理人（申請者の同居家族以外の方）が申請する場合は、委任状が必要です。 

再調査の対象  

再調査を 
求める理由 

※できるだけ詳しく記入してください。 

※この申請書を提出の際は、交付済みの罹災証明書原本を全て添付してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 



（裏面） 

 

 

 

委任状 

 

 

                                                    年  月  日 

 

（宛先）三豊市長   

 

 

 

   代理人 

       住所                                         

 

       氏名                                         

 

 

    私は、上記代理人に、被害認定再調査の申請及び罹災証明書の受領に関する権限を委任し 

ます。 

                                         

 

   委任者   

住所                                         

 

氏名                                         

                                          

 

 

 

 

 

 

 


